
 

 

 

令和５年度フードバンク活動推進モデル事業に係る企画提案募集要領 

 

１ 趣旨 

この要領は、令和５年度フードバンク活動推進モデル事業を委託するに当たり、公募型プロ

ポーザル方式により、優れた提案及び能力を有し最も適格と判断される事業者を選定するため

に必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務の目的 

フードバンク活動を実施している団体が生活困窮者等に常時十分な食品を提供できるように

するため、特定の地域において、行政・民間・住民の参画のもと、安定的かつ持続可能なフー

ドバンク活動が展開されるような取組を実施し、地域密着型の食料支援体制の確立を目指す。 

 

３ 募集事項 

（１）業務名 

  令和５年度フードバンク活動推進モデル事業 

（２）業務内容 

 「令和５年度フードバンク活動推進モデル事業仕様書」のとおり。 

（３）契約期間 

 契約締結の日から令和６年２月２９日まで 

（４）事業費（委託上限額） 

  １，９８４，４００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

４ 対象経費 

本業務の対象経費は、次のとおりとする。 

報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、印刷

製本費、光熱水費、修繕料）、会議費、役務費（通信運搬費、手数料、保険料）、委託料、使用

料及び賃借料、備品購入費（単価 30万円以上の備品を除く。）、負担金 

 

５ 応募資格 

以下の（１）から（８）までに掲げる要件の全てを満たす者とする。 

（１）委託業務を的確に遂行する能力を有すること。 

（２）特定非営利活動法人、社会福祉法人、公益財団法人、一般社団法人、消費生活協同組合、農

業協同組合又は現に県内でフードバンク活動を実施している任意団体のほか、知事が認める

団体であること。または、共同体を構成する各団体等が明確で、それぞれが上記団体に該当

し、かつ、構成員間における協定書等において、事故が起きた場合等の責任の所在が明確に

なっていること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参加者の

資格）の規定に該当しないこと。 

（４）宮城県税並びに消費税及び地方消費税に未納がないこと。 

（５）宮城県の物品調達等に係る競争入札の参加資格制限要領（平成９年１１月１日施行）別表

各号に掲げる資格制限の要件に該当しないこと。 

（６）宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１１月１日施行）の別表各号に規定する措

置要件に該当しないこと。 

（７）政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条に規定するもの）に該当



 

 

 

しないこと。 

（８）宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定によるもの）に該当し

ないこと。 

 

６ スケジュール 

内容 期日 

企画提案募集開始 令和５年６月１２日（月） 

募集要領に関する質問受付期限 令和５年６月２０日（火）午後５時 

企画提案書の提出期限 令和５年７月１１日（火）午後５時 

企画提案書のプレゼンテーション審査 令和５年７月１９日（水）予定 

選定結果の通知 令和５年７月２５日（火）予定 

契約締結 令和５年８月 １日（火）予定 

 

７ 応募手続き 

業務の受託を希望する場合、下記により必要書類を提出すること。 

（１）提出書類及び部数 

イ 企画提案参加申込書（様式第１号）：１部 

ロ 企画提案書（任意様式）：５部 

ハ 企画提案応募資格に係る宣誓書（様式第２号）：１部 

ニ 参考見積書（任意様式）：１部 

  費用の内訳、積算根拠がわかるように記載すること。 

ホ 令和４年度の事業報告書及び収支決算書：１部 

ヘ 定款又はこれに代わるものの写し：１部 

ト 法人の登記事項証明書（提出日において３か月以内に発行されたもの）：原本１部 

チ 役員名簿：１部 

リ 納税証明書（未納がないことの証明）：原本１部 

 ・宮城県各県税事務所が発行する県税（全税目）の納税証明書 

 ・税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書 

ヌ 個人情報の取扱いに係る報告書（様式第５号）：１部 

ル その他、県が必要と認める書類（指示があった場合のみ提出） 

（２）提出期限 

令和５年７月１１日（火）午後５時（必着） 

（３）提出先 

〒980-8570 宮城県仙台市青葉区本町３丁目８番１号 

宮城県保健福祉部 社会福祉課 生活自立・支援班 

（４）提出方法 

郵送又は持参による。 

持参の場合の受付時間は、平日の午前９時から午後５時までとする。郵送の場合は、封筒

に「企画提案書在中」と明記し、上記提出期限必着とする。 

（５）留意事項 

イ 企画提案は１社１案とする。 

ロ 提出された書類について、提出後の差替え及び変更は認めない。ただし、県が補正を求



 

 

 

めた場合、又は補足書類の提出を求めた場合は、この限りでない。 

ハ 提出された書類は返却しない。 

ニ 提出後に、応募を取り下げる場合は、取下願（様式第３号）を提出すること。取下願の

提出があった場合、既に提出された書類については、全て返却する。 

ホ 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、審査の対象から除外し、失格とする。 

・ 前記５の参加資格のいずれかを満たさなくなったとき。 

・ 提出書類が所定の期限までに整わなかったとき。 

・ 参考見積額が、前記３（４）の事業費（委託上限額）を上回っているとき。 

・ 提出書類の内容に虚偽、不正又は本要領の定めに違反する記載があったとき。 

・ 審査の公平性に影響を与える行為があったとき。 

・ その他不正な行為があったとき。 

  ヘ 企画提案書の作成・提出等本業務への応募に要する経費は、すべて応募者の負担とする。 

 

８ 提案にあたっての質問等 

企画提案書作成に関して疑義が生じた場合は、下記により問い合わせること。 

（１）受付期間 

  令和５年６月２０日（火）午後５時まで 

（２）質問方法 

  質問書（様式第４号）により、ファクシミリ又は電子メールで行う。また、ファクシミ

リ又は電子メール送付後に、電話により、質問先に対し、質問が到達していることを確認

すること。 

（３）質問先 

  宮城県保健福祉部社会福祉課生活自立・支援班 

  電子メール：syahuks@pref.miyagi.lg.jp 

  ファクシミリ：022-211-2594（送付確認用電話：022-211-2517） 

（４）回答方法 

回答は、随時宮城県保健福祉部社会福祉課ホームページに掲載する。ただし、質問又は回

答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接に関わるものについては、質問者に対してのみ

回答することがある。 

 

９ 企画提案書の審査及び選定 

（１）審査方法 

フードバンク活動推進モデル事業事業者選定委員会（以下「委員会」という。）におい

て、提案のあった企画案を比較検討し、最も優れていると認められる者を圏域ごとに１者選

定する。 

審査に当たっては、委員会の委員が、下記（３）の評価事項ごとに得点を付与し、各委員

の得点を合計した総合得点が、満点の６割以上の提案者の中から、最高点を付けた委員数が

最も多い提案者を契約予定者として選定する。 

また、最高点を付けた委員数が最も多い提案者が複数いる場合は、総合得点が最も高い者

を契約予定者として選定する。 

（２）企画提案書のプレゼンテーション審査 

イ 実施日 

令和５年７月１９日（水）（予定） 

ロ 実施会場 

mailto:syahuks@pref.miyagi.lg.jp


 

 

 

    別途定める。 

ハ 実施方法 

   ・ 出席者は１提案について３名以内とする。 

・ １応募者当たり持ち時間は４５分以内（説明３０分以内、質疑応答１５分以内）と

し、県が指示した時間から順次、個別に行うものとする。 

・ 事前に提出された書類に基づいてプレゼンテーションを行うこととし、追加資料の配

布は原則として認めない。 

・ プロジェクター等の使用を希望する場合は、企画提案書を提出する際に申し出るこ

と。なお、この場合、プレゼンテーションに使用する機器等は応募者が用意すること。 

  ニ 選定結果の通知 

    審査終了後は速やかに全ての企画提案書提出者に選定結果を書面で通知する。 

  ホ 選定結果の公表 

    選定結果については、選定された候補者の名称、参加者の名称、得点等を公表する。 

    ただし、選定された候補者以外は、個別の得点が特定できないよう配慮する。 

  ヘ その他 

    新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況に応じ、審査会の日程変更、審査方法の変更 

   等を行う場合がある。 

（３）審査項目及び配点 

   審査項目及び配点は、以下のとおりとする。 

審査項目 審  査  基  準 配 点 

１ 実施方針 ・フードバンク活動団体の現状及び課題を十分に把握しているか。 

・本事業及び受託事業者に期待される役割を理解しているか。 

・業務対象地域の設定は、事業目的の達成の観点から適切か。 

１５ 

２ 事業内容 （１）地域におけるフードバンクに対する理解の醸成 

１５ 
・訪問を予定する関係団体のリストアップは適切か。 

・企業及び個人への周知方法及び計画は適切か。独自性のある効果的な周知を行うこと

が可能か。 

（２）新たな食品提供協力事業者の開拓 

１５ ・食品提供協力事業者の発掘実績及びノウハウを有しているか。 

・協力依頼の相手方を具体的に想定できているか。 

（３）食品保管場所の確保 

１０ 
・交渉の相手方や施設の具体的な想定を有しているか。 

（４）フードドライブの実施 

１０ ・フードドライブ実施にあたっての場所・期間の設定は適切か。 

・フードドライブ実施の実績及びノウハウを有しているか。 

（５）フードバンク活動団体連携会議の開催 

１５ 
・会議開催の時期・内容等の検討は十分になされているか。 

３ 運営体制 ・フードバンク活動団体の運営等に関する十分な実績を有しているか。 

・職員の人数・経歴・業務経験等に照らし、事業の効果的な実施が期待できるか。 

・社会福祉課及び事業対象地域の自治体との連携は十分であるか。 

１０ 



 

 

 

４ その他 

危機管理 

体制等 

・危機管理体制は適切か。 

・食料の受入・保管・提供にあたって、十分な安全管理体制が確保されているか。 

・個人情報及び重要情報の取扱い基準は適切なものか。 

・職員に対し個人情報及び重要情報の取扱いを周知する方策は適切なものか。 

・事業費の積算は適切か。また、事業の能率的な運営が図られているか。 

１０ 

計  １００ 

 

10 契約の締結 

（１）仕様書 

   実際に委託する仕様は、企画提案内容を踏まえ、県と契約予定者との協議の上、決定する

こととする。 

（２）契約締結 

   選定した契約予定者と別途見積り合わせを実施し、契約金額を確定した後に契約を締結す

るものとする。 

 

11 その他 

  提出された企画提案書等は、行政文書となるため、情報公開条例（平成１１年宮城県条例第

１０号）により開示請求があった場合、個人情報や企業情報などの非開示部分を除き、開示す

ることがある。 


